
［Ｒ４評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

１　子どもが笑顔で育つまち　－　（１）子どもの成長を支える教育・保育の提供　-　②子育て支援事業の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

5
乳幼児期における
読書活動事業

乳幼児期における本と出会う機会の充
実を図るため、乳児を育む保護者に対
して読書活動の重要性についての啓
発、情報提供を行うことを趣旨とした
ブックスタート事業を実施する。

図書館 継続

保護者に対して、読書推進の重要性について
の啓発・情報提供を行うことを趣旨としたブッ
クスタート事業などを継続し、乳幼児期におけ
る本と出会う機会の充実を図る。

Ｃ

ブックスタート（6ヶ月児育児相談日）
　年36回開催　528名受講（受講率92％）
  ※各館での受講者　20名
乳幼児向けおはなし会
　年15回開催（丸岡・坂井）

ブックスタートやおすすめ本ポスターの配
布は継続しているが、新型コロナウイルス
感染症拡大防止の影響が続き、参加者数
は僅かな増加に留まっている。

保護者に対して、読書推進の重要性についての
啓発・情報提供を行うことを趣旨としたブックス
タート事業などを継続するが、受講方法を以前
の読み聞かせするスタイルに戻し、より乳幼児
期における本と出会う機会の充実を図る。

6
子どもの読書活動
推進事業

子どもが自主的に読書に親しむ機会を
提供するための環境づくりと、読書活動
への理解と関心を深める啓発、広報活
動を実施する。

図書館 継続

子どもが自主的に読書に親しむ機会を提供
し、そのための環境づくりを進めるとともに、読
書活動への理解と関心を深めるため、啓発・
広報活動を継続する。

Ｃ

毎週土曜日の「おはなし会」、夏休み中の児童
館での「おはなし会」、子ども向け各種行事等に
ついては、新型コロナウイルス感染症拡大防止
のための制限が減り、開催回数が増え、参加者
も戻りつつある。
市内小学校への配本についても例年どおり実施
し、本や図書館への関心を深める啓発活動に努
めた。

コロナ禍であった時よりも、おはなし会や
イベント等の回数や参加者数が増えてい
るが、以前のようには戻りきっていない。

子どもが自主的に読書に親しむ機会を提供し、
そのための環境づくりを進めるとともに、読書活
動への理解と関心を深めるため、啓発・広報活
動を継続する。
そのためにまず、おはなし会の開催時間を見直
し、できるだけ利用者が参加しやすい環境を作
る。

12
保育所（園）等の一
般開放

在宅児の親子に遊び場の提供や育児
相談を実施する。

保育課 継続
規模を縮小することなく、全ての公立・私立園
にて園開放を実施することを目指す。 Ｃ

全ての公立・私立園にて園開放を実施した。う
ち、9園が全面的な園開放を実施した

全面的な園開放を実施できない園は、予
約制で施設見学・育児相談に応じるなど
規模を縮小して園開放を行った。

規模を縮小することなく、全公私立園にて園開
放を実施することを目指す。

14 休日保育事業

就業形態の多様化に対応するため、利
用者のニーズの動向と保育体制整備を
踏まえながら、休日保育の実施につい
て検討を進める。

保育課 継続

すみずみ子育てサポート事業において、令和
４年度まで委託していた事業所が事業廃止し
たため、一時預かりでの対応ができなくなった
ことから、今後は利用者のニーズの動向を踏
まえながら、休日保育の実施について検討す
る。

Ｄ 実施無し
休日保育の要望がなく、現時点ではすみ
ずみ子育てサポート事業の一時預かり等
での対応としている。

利用者のニーズの動向を踏まえながら、保育所
等での休日保育の実施について検討する。

20
ファミリー・サポート・
センター事業

ファミリー・サポート・センター（地域にお
いて子どもの預かりの援助を受けたい
者と援助を行いたい者からなる会員組
織）を設立し、子どもの預かり等の援助
活動を行う。
ニーズの高まりに応じて、事業形態等
の実施方法について検討を進める。

子ども福祉課 継続

地域の中でお互いに助け合いながら子育てを
する会員組織での相互援助活動について、保
護者等のニーズに応じて検討を続ける。
なお、類似の事業として、すみずみ子育てサ
ポート事業を継続して行う。

Ｄ 実施なし

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め社会活動の制限が継続される中、会員
20人以上の組織を市内に1か所設置する
条件を満たして事業を実施することと期待
できる成果とを比較して事業実施を見合
わせた。
ニーズについては類似事業のすみずみ子
育てサポート事業にて補完している。

地域の中での相互援助活動による子育てにつ
いて、保護者等のニーズ把握に努め、結果を注
視しつつ事業実施を検討する。
なお、類似事業のすみずみ子育てサポート事業
は継続して行う。

21
ひとり親家庭等日常
生活支援事業

ひとり親家庭の親の一時的な病気や技
能習得のための通学、就職活動、冠婚
葬祭等により、日常生活で困った時、育
児や食事の世話等を行う家庭生活支
援員を派遣する。

子ども福祉課 継続
継続して制度の周知を図り、子育て支援や生
活援助が必要なひとり親家庭に家庭生活支
援員を派遣して、その生活を支援する。

Ｄ 支援員派遣件数　0件
令和2年～4年度はは対象となる申請がな
かったため、実績はなし。

継続して制度の周知を図り、子育て支援や生活
援助が必要なひとり親家庭に家庭生活支援員を
派遣して、その生活を支援する。

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和４年度点検・評価および令和５年度計画】
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［Ｒ４評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和４年度点検・評価および令和５年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（１）家庭における子育て力の向上　-　①親育ちへの支援

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

子ども福祉課 継続
引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策を実施しながら育児講座を開催し、保
護者の育児不安を解消できるよう努める。

Ａ

地域子育て支援拠点施設（6か所）で実施した。
　公立　三国・丸岡・坂井子育て支援センター
　民間　ハーツきっずはるえ
　　　　 　もみじアソビーノサロン
　　　　　 キッズハウスゆり　講座等
　583回、6,850人

公立の子育て支援センターおよび民間委
託の事業所でそれぞれ、子育てマイス
ターを活用した講座等を実施した。
新型コロナウイルス感染症対策の継続に
より、時間や人数の制限はあったものの、
令和3年度よりも回数・参加人数が多く
なった。

新型コロナウイルス感染症に注意しつつ、引き
続き育児講座を開催し、保護者の育児不安を解
消できるよう努める。

保育課 継続
引き続きコロナ禍の状況を見ながら、育児講
座の開催となるため、状況を見つつ育児講座
を開催する。

Ｃ
【保育施設】
公私立保育園33園中、6園で実施
実施回数　25回　参加人数　379名

コロナ禍により実施できない園もあった
が、ニーズに応じて実施した園もあった。

保護者のニーズに合わせた育児講座を、コロナ
前の状況に戻しながら開催し、育児不安を解消
できるよう努める。

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　①専門的支援の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

80
ひとり親家庭の自立
支援教育訓練給付
金事業

雇用保険法による教育訓練給付を受
給できないひとり親家庭の親が、指定
教育訓練を受講し、修了した場合に、
経費の一部を支給する。

子ども福祉課 継続
窓口業務やひとり親相談、児童扶養手当更新
の際などで制度の周知を図る。 Ｃ 給付人数　1名

R3実績なしに対して、R4は申請が1件で
あった。

窓口業務やひとり親相談、児童扶養手当更新の
際などで制度の周知を図る。

社会福祉課 継続

県の支援センター設置の動向をみながら、医
療的ケア児協議会を開催する。また、児童部
会と連携しながら支援体制の構築に向けて推
進していく。

Ｃ
坂井地区障害児者総合支援協議会の児童部会
の中で、共有し意見交換した。

医療的ケア児コーディネーター有資格者
は増加しているが、更なる配置と支援体
制構築が必要である。
（Ｒ4医療的ケア児コーディネーター有資格
者：　坂井地区内8名）

医療的ケア児者支援センターと連携し、協議の
場を設け、コーディネーターの活用の仕方を検
討していく。

健康増進課 継続
関係機関との連携を密にし、今後の支援体制
について検討する。 Ｂ

R2から引き続き医療ケア児（1件）の相談を継続
し、母子支援を実施している。

関係機関が集まり、支援方法について検
討する機会も必要と感じる。

関係機関との連携を密にし、今後の支援体制に
ついて検討する。

子ども福祉課 継続
児童部会等関係機関と連携を図り、医療的ケ
ア児の支援体制について検討していく。 Ｃ 児童支援部会  ２回/年

児童支援部会に参加し、関係機関と支援
体制について情報共有を行うことができ
た。

児童部会等関係機関と連携を図り、医療的ケア
児の支援体制について検討していく。

保育課 継続
希望する保育園等での医療的ケア児の受入
体制の整備を引き続き進めていく。 Ａ

公立園において1名医療的ケア児を受け入れ
た。

保育課と受入園、看護師、保護者、児童
福祉施設が連携し、医療的ケア児の生活
支援の向上を図った。

希望する保育園等での医療的ケア児の受入体
制の整備を引き続き進めていく。

学校教育課 継続
校区内に通学を希望する医療的ケアが必要
な児童・生徒の支援、受入体制について、話し
合いの場を持てるよう、検討する。

Ａ
校区内に通学を希望する医療的ケアが必要な
児童・生徒がいなかったことから、協議すること
がなかった。

医療的ケアが必要な児童・生徒がいる場
合には、病院内にある学校において、治
療をしながら学習をしている。

校区内に通学を希望する医療的ケアが必要な
児童・生徒の支援、受入体制について、話し合
いの場を持てるよう、検討する。

医療的ケア児の支
援に向けた連携体
制の構築

医療的ケア児とその家族を地域で支え
られるよう保健・医療・福祉・教育等の
関係機関が地域の課題や対応策につ
いて協議の場を設け、連携体制の構築
を図る。

59 育児講座の開催

子育て支援センターや各保育所（園）等
において、保護者や地域の人たちの参
加のもと、育児不安感を解消するため
に子育てに関する研修を行う。

89

- 2 - シート名 C・D抽出後



［Ｒ４評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和４年度点検・評価および令和５年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（３）特別な支援を必要とする家庭への対応体制の整備　-　①専門的支援の充実　＜続き＞

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

健康福祉部社会福
祉課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

子どもも含め、地域における相談先の充実に
努める。また地域の生活課題の把握とその課
題解決に向け、総合支援協議会等で取組むこ
とができるよう努める。

Ｂ
坂井地区障害児者総合支援協議会の児童支援
部会や相談支援部会で、課題整理をし、関係機
関で情報共有、意見交換をした。

相談支援事業所、児童福祉施設、行政で
地域課題の整理をすることができた。
今後は、課題の解決に向けて取り組むこ
とが必要。

子どもも含め、地域における相談先の充実に努
める。
また地域の生活課題の把握とその課題解決に
向け、総合支援協議会等で取組むことができる
よう努める。

健康福祉部福祉総
合相談課
（旧福祉総務課）

Ｒ２新規
Ｒ５変更

引き続き、関係各課・機関の参加による会議
を継続するとともに、子どもがいる世帯特有の
生活課題等の把握し、多機関による支援を推
進する。

Ｃ

包括化推進員を中心に関係各課・機関の参加
によるさかまる会議を開催すし、多機関による支
援を推進した。
また、子どもがいる世帯特有の生活課題等の把
握に努めた。

包括化推進員の異動により多機関連携が
停滞する恐れがあることから、永続的に機
能する体制への見直しが求められる。

令和５年度から包括化推進員を各課に配属する
など、より課同士の連携をスムーズに図れるよう
体制見直しを行う。

健康福祉部高齢福
祉課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

引き続き子育て世代の課題についても問題共
有を行うとともに、子ども・子育ての相談から、
それにかかわる高齢者の課題に結びつくこと
もあるため、連携した相談支援を行う。

Ｂ

地域包括支援センターにおいて、地域の高齢者
の相談支援に努め、複合的な課題を持つケース
についてはさかまる会議の場を活用したり、必
要時関係機関と連携を取り支援を行った。
子ども・子育て関係機関との連携　　　6ケース

子ども子育て関係機関と連携し、生活課
題が複合化したケースに関わり、地域包
括支援センターとともにケースに応じた支
援を行った。

引き続き子育て世代の課題についても問題共有
を行うとともに、子ども・子育ての相談から、それ
にかかわる高齢者の課題に結びつくこともある
ため、連携した相談支援を行う。

健康福祉部健康増
進課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

子育て世代包括支援センターにおける課題を
基に、関係機関と会議に参加し、多機関がか
かわる体制作りの構築に努める。

Ｂ

子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠届
出の面談で、必要な人には支援プランを作成
し、プラン検討会や関係機関との連携により、支
援方針を立て、妊娠期から子育て気にわたり継
続的な支援を行った。
妊娠期から子育て期にわたる情報、制度、支援
機関をまとめたガイドを作成した。

関係各課や関係機関の役割を理解し、適
切な情報共有と連携により、包括的な支
援ができるような体制を強化してしていく
必要がある。

妊婦や保護者が妊娠期や育児に必要な情報を
確認できるよう子育てガイドを見直す。
妊娠期のアンケートや電話や面談、各相談を通
して、妊婦や保護者の不安を受け止め、切れ目
のない支援ができるよう、情報共有やマネジメン
ト機能の体制を強化する。

健康福祉部保険年
金課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

国民健康保険資格証明書に該当した世帯に
18歳未満（18歳に達した日以降最初の3月31
日まで）の子どもがいる場合、子どもには有効
期限6か月の被保険者証を交付する。
また、これを適切な対応ができる関係機関に
つなぎ、問題の解消に努める。

Ａ

　国民健康保険資格証明書に該当した世帯に
18歳未満の子どもがいる場合は、交付要綱に基
づき期限6カ月の被保険者証を交付した。(8世帯
分）
　納税相談を通じ、生活状況に問題があるケー
スについて、ファイナンシャルプランナーや福祉
相談室に相談するよう案内した。

18歳未満の子どもに対しては、期限6カ月
の被保険者証を発行するという要綱があ
るので問題なく対応できたが、ファイナン
シャルプランナーや福祉相談室への相談
については、結局は本人の希望がなけれ
ば繋げず、案内だけで終わることもあった
ので、今後は積極的な案内を行い、問題
解消に務める。

国民健康保険資格証明書に該当した世帯に18
歳未満（18歳に達した日以降最初の3月31日ま
で）の子どもがいる場合、交付要綱に基づき、昨
年度に引き続き子どもには有効期限6か月の被
保険者証を交付する。
また、生活状況に問題がある世帯に対し、これ
を適切な対応ができる関係機関につなぎ、問題
の解消に努める。

健康福祉部子ども福
祉課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

子育て世代包括支援センターにおける、妊娠
期から子育て期にわたる総合的な相談や支
援を基本としながら、より複雑な課題に対して
は子ども家庭総合支援拠点や関係機関と連
携し、情報共有を行い、課題の解決に努めて
いく。

Ｂ

子育て世代包括支援センターの窓口等での相
談の中で、複雑な課題を抱えるケースは、子ど
も家庭総合支援拠点や関係機関（他課、医療機
関、障がい福祉サービス事業所等）と連携を
図った。
　他課等連携相談件数　298件
　他課連携ケース会議　27件

子育て世代包括支援センターの窓口等で
の相談に対応の中で、複雑な課題を抱え
るケースは、子ども家庭総合支援拠点や
関係機関（他課、医療機関、障がい福祉
サービス事業所等）と連携し、情報共有を
行い、課題の解決に努めた。

子育て世代包括支援センターにおける、妊娠期
から子育て期にわたる総合的な相談や支援を
基本としながら、より複雑な課題に対しては子ど
も家庭総合支援拠点や関係機関と連携し、情報
共有を行い、課題の解決に努めていく。

健康福祉部保育課
Ｒ２新規
Ｒ５変更

子どもが関わる複雑化した課題について、包
括的な相談体制を構築し、的確に対応・支援
していく。

Ａ
保育園・児童クラブに入所する子どもに関わる
複雑化した課題について、必要な場合は関係機
関と連携し、対応を行った。

保育園・児童クラブにおいて、子どもに係
る問題を把握した場合には、関係機関と
連携し、適切な対応をする必要があり、施
設職員の意識向上に努めていく。

子どもが関わる複雑化した課題について、包括
的な相談体制を構築し、的確に対応・支援して
いく。

生活環境部市民生
活課

Ｒ２新規
Ｒ５変更

消費者相談の中で、専門的な対応が必要とな
る問題が把握された場合には、速やかに関係
機関へ連絡する。また、他の相談機関から消
費者トラブルに関する専門的な助言の要請が
あった場合には対応する。

Ａ

相談の中で、専門的な対応が必要となる問題が
把握された案件はなかったが、案件があった場
合には、速やかに関係機関に繋ぐことができる
体制を整えている。

未成年者に対し、広く啓発の必要性があ
る案件について、各小中学校の協力を得
ながら、周知・広報に務めた。

91

重層的支援体制の
推進

【変更前】
（多機関の協働による包括
的支援体制構築事業）

子ども及び子どものいる世帯全体の複
雑化・複合化した個々の多様な相談を
受け止め、相談者に伴走するとともに、
分野を超えて多機関と協働し、重層的
に支援を届ける体制を推進する。

【変更前】
（坂井市における「地域共生社会」の実
現に向け、世帯全体の複合化・複雑化
した課題を受け止める総合的な相談支
援体制作りを推進する。
多機関がかかわる体制を構築すること
で、制度の狭間に陥ることがないような
支援体制を構築する。）

- 3 - シート名 C・D抽出後



［Ｒ４評価欄］　達成度　（Ａ）80～100％　（Ｂ）60～79％　（Ｃ）20～59％　（Ｄ）0～19％　（Ｅ）事業完了・終了

第２期子ども・子育て支援事業計画　進捗状況確認表　【令和４年度点検・評価および令和５年度計画】

２　家庭が笑顔で育つまち　－　（４）経済的支援の充実　-　③経済的負担の軽減

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

110
交通遺児救援金支
給事業

生計を一にしていた父、母または未成
年後見人を交通災害で失った、義務教
育就学中の児童または生徒に救援金
を支給する。

子ども福祉課 継続
引き続き、事業の周知と適切な支給に努め
る。 Ｄ 申請数　0件

対象者がいなかったため実績なしとなっ
た。

引き続き、事業の周知と適切な支給に努める。

３　地域が笑顔で育つまち　－　（１）安心・安全のまちづくり　-　①施設等の環境整備

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

118
児童小遊園地遊具
整備補助事業

児童に健全な遊び場を与えることで体
力の増進と情操の高揚を図るため、各
行政区の公園の遊具設置に対して補
助金を交付する。

子ども福祉課 継続
地域の遊園地において、整備された遊具で児
童が遊びながら健やかに成長できるよう、引き
続き地区への補助事業を継続する。

Ｄ

事業実施地区　0地区
相談のあった地区　8地区
　　（内、2件はR5実施予定）
交付額　0円

遊具整備を希望する区に対し補助を行う
ことで、児童の遊び場確保に寄与すること
を目的としているが、R4年度は相談はあ
るものの、区の予算面の都合で翌年度以
降の実施や見合わせ等の判断となり、事
業実施区は0となった。
地域における遊具整備のニーズは一定数
あるものの、費用が高額な面やその後の
維持管理面などが課題でもある。

地域の遊園地において、整備された遊具で児童
が遊びながら健やかに成長できるよう、引き続き
地区への補助事業を継続する。

３　地域が笑顔で育つまち　－　（２）市民ネットワークの形成　-　①世代を超えた市民の交流の場の充実

番号 事業名 事業内容 担当課 事業区分 Ｒ４計画 Ｒ４評価 Ｒ４実績 Ｒ４成果と課題 Ｒ５計画

社会福祉課 Ｒ２新規
身近な地域で展開されている事業について理
解を深め、交流拠点の活動の支援に努める。 Ｄ

地域の交流拠点である「希望園」で、地元住民
が作業により交流が2月、3月に行われた。

「希望園」での地域交流について、利用が
通年をとおして実施されていない。
また、利用者が高齢者に限定されていた。

「希望園」での地域交流について、通年をとおし
て利用されよう支援する。
また、幅広い世代で活用されるように協力する。

社会福祉課
（旧福祉総務課）

Ｒ２新規

引き続き、社会福祉協議会のコミュニティソー
シャルワーカーが様々な居場所を増やしてい
くことができるように、情報提供や活動の立ち
上げ支援を行う。

Ｃ
社協のコミュニティソーシャルワーカーが地区ふ
くしの会や活動を始めたい方が地域で活動しや
すくなるような情報の提供を行った。

坂井市内の子ども食堂のネットワーク連
絡会で活動の情報交換が継続してできる
ようになった。

社協のコミュニティソーシャルワーカーが様々な
居場所を増やしていけるように、情報提供や活
動の立ち上げ支援を協力する。
また、コミュニティソーシャルワーカーと協力し、
地域での居場所について、インターネットなどを
活用し広く周知できる手法を検討する。

子ども福祉課 Ｒ２追加
子ども食堂を通して虐待防止・早期発見のた
め見守り活動を行っている団体に対し、補助
を行い、連携をとりながら虐待防止に努める。

Ａ

虐待防止や早期発見のため、子ども食堂を実施
し、支援が必要な子の見守り活動を行っている
団体に補助金を交付した。
また、交付団体を1団体追加した。
　交付団体　2団体

子ども食堂の活動を行っている団体の事
業に対し補助金を交付し、気がかりな子、
支援が必要な子の情報共有に努めた。
また、利用児童の登録について要保護児
童対策地域協議会と情報共有し、支援に
つなげる方法を検討していく必要がある。

子ども食堂を通して虐待防止・早期発見のため
見守り活動を行っている団体の事業に対し補助
を行い、連携をとりながら虐待防止に努める。

138
地域との交流の推
進

子ども食堂を始め、様々な世代が交流
できる事業等、ネットワークの形成とな
るような地域活動の支援を進める。

- 4 - シート名 C・D抽出後


